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北海道地方最低賃金審議会７０５円（＋１４円）の答申－10/6発効予定

北海道地方最低審議会は、８月１０日午後、2011年度北海道の最低賃金を現行の６９１円から
１４円引き上げ、７０５円に改正することとした。
北海道地方最低賃金審議会は、７月２７日に示された中央最低賃金審議会の2011年地域別最低賃金の引き上げ目安をまとめたことを踏まえ、７月２９日から本格的な審議に入っていた。

政労使による雇用戦略対話での合意事項である、生活保護費との乖離の解消と「できる限り早期に全国最低８００円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国平均１，０００円をめざす」こと、特に労働側はこうした合意の背景となった経済成長や中小企業支援策の実施の取り組みも同時並行的に進めていくべきで、内需拡大のためにも最低賃金大幅引き上げが必要と強く求めてきたところである。

　しかし、今年度は平成２２年度生活保護水準の見直しに伴い、北海道の場合、乖離額が２６円から３１円となったことや、東日本大震災の影響などもあり、２年で解消すべきか、３年ですべきか、審議会で激しいやりとりとなった。
　労働側は、生活保護水準との乖離を早期に解消するよう求めつつ、これまでの合意であった残り２年での解消は最低条件であるとの姿勢を堅持してきた。また、なお残される額についてもこれまでの経緯をふまえ、残り１年での乖離解消に最大限努めるよう主張した。しかし、震災での経済への影響、中央最低審議会での公益委員見解のなどを考慮することも必要とし、中央審議会で目安と示された１３円を１円上回る１４円の引き上げで結審され、２０１１年１０月６日発行（予定）となる。
北海道の賃金構造は今回の最低賃金１４円引き上げに伴い、影響率が１０％超、パートに至っては２６．７％と試算されているとおり、パートなど非正規で働く多くの人が最低賃金に張り付いている。
非正規やパートで働く人の中には、主たる生計を担っている人が多いことや、将来を担う若年者が多く含まれてことなどから、最低賃金が生活保護費より下回る逆転現象の早期解消と、改正された最低賃金の履行確保は大きな課題となる。
　自治労北海道本部は引き続き連合北海道などと連携して、今回結審した１４円の引き上げの履行を求めるとともに、生活できる最低賃金への引き上げをめざし、雇用戦略対話の合意の具体化や生活保護費との乖離を早期に解消するため、大幅引き上げと最賃制度の抜本的な改革をめざして取り組みを強化する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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